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令和７年８月５日

日立市長 小 川 春 樹 様

日立市監査委員 橋 本 仁 一

同 飛 田 謙 一

令和６年度日立市一般会計・特別会計歳入歳出決算及び基金運用

状況に関する審査意見について

地方自治法第２３３条第２項及び第２４１条第５項の規定により、審査に付

された令和６年度日立市一般会計・特別会計歳入歳出決算及び附属書類並びに

令和６年度の基金運用状況を示す書類を審査したので、次のとおり意見を提出

します。
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令和６年度日立市一般会計・特別会計歳入歳出決算 
及 び 基 金 運 用 状 況 に 関 す る 審 査 意 見 

 
 
第１ 審査の対象 
［歳入歳出決算］ 
１ 一般会計 

１ 令和６年度 日立市一般会計歳入歳出決算

２ 特別会計

１ 令和６年度 日立市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算

２ 同 日立市介護保険事業特別会計歳入歳出決算

３ 同 日立市介護サービス事業特別会計歳入歳出決算

４ 同 日立市戸別合併処理浄化槽事業特別会計歳入歳出決算

５ 同 日立市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算

３ 上記決算に関する証書類、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書

及び財産に関する調書

［基金運用状況調書］ 
１ 令和６年度 日立市高額療養費貸付基金 
２     同          日立市奨学金貸付基金 

   
第２ 審査の期間  

令和７年７月４日から令和７年８月５日まで

 
第３ 審査の方法

１ 一般会計・特別会計歳入歳出決算については、日立市監査基準等に基づき、審

査の対象とした書類と関係諸帳簿・書類により総括的に審査を実施し、例月現金

出納検査並びに定期監査の結果を参考にしながら、「決算計数の正確性」及び「収

入支出の合規性」の確認を行い、あわせて関係職員から説明を聴取して審査した。

２ 基金の運用状況については、基金運用状況調書と関係諸帳簿・書類により上記

に準じ審査した。
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第４ 審査の結果 
審査に付された一般会計・特別会計歳入歳出決算及び附属書類は、いずれも関

係法令に準拠して作成されており、かつ計数は関係諸帳簿等と符合し正確である

と認めた。

また、基金の運用状況については、条例の目的に従って適正に運用されており、

関係諸帳簿等と符合し計数的にも正確であると認めた。
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第４ 審査の結果 
審査に付された一般会計・特別会計歳入歳出決算及び附属書類は、いずれも関

係法令に準拠して作成されており、かつ計数は関係諸帳簿等と符合し正確である

と認めた。

また、基金の運用状況については、条例の目的に従って適正に運用されており、

関係諸帳簿等と符合し計数的にも正確であると認めた。

決 算 の 概 要 

１ 歳入歳出決算状況

（１）歳 入

一般会計及び特別会計の歳入決算総額は 億 万 千円 一般会計

億 万 千円、特別会計 億 万円 で、前年度に比較し 億 万 千

円 ％ 増加している。

予算現額に対する執行率については ％と前年度に比較し ポイント上

回っている。

（単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度
対前年度比較

増 減 額 増減率 ％

予算現額

（一般会計）

（特別会計）

調定額

（一般会計）

（特別会計）

収入済額

（一般会計）

（特別会計）

執行率（％）

（一般会計）

（特別会計）

不納欠損額は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ の

減少、収入未済額は 億 万円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 増

加している。

（単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度
対前年度比較

増 減 額 増減率 ％

不納欠損額 △ △

（一般会計） △ △

（特別会計） △ △

収入未済額

（一般会計）

（特別会計） △ △
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（２）歳 出

一般会計及び特別会計の歳出決算総額は 億 万 千円 一般会計 億

万円、特別会計 億 万 千円 で、前年度に比較し 億 万 千円

％ 増加している。

予算現額に対する執行率については ％と前年度に比較し ポイント上

回っている。

（単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度
対前年度比較

増 減 額 増減率 ％

予算現額

（一般会計）

（特別会計）

支出済額

（一般会計）

（特別会計）

執行率（％）

（一般会計）

（特別会計）

翌年度繰越額は、一般会計において継続費逓次繰越額 億 万 千円、繰越明

許費繰越額 億 万 千円、事故繰越し繰越額 万 千円、合計 億

万 千円を繰り越しており、前年度に比較し 億 万 千円（ ％）減少し

ている。

不用額は 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少

している。

（単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度
対前年度比較

増 減 額 増減率 ％

翌年度繰越額 △ △

（一般会計） △ △

（特別会計）

不用額 △ △

（一般会計） △ △

（特別会計）
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（２）歳 出

一般会計及び特別会計の歳出決算総額は 億 万 千円 一般会計 億

万円、特別会計 億 万 千円 で、前年度に比較し 億 万 千円

％ 増加している。

予算現額に対する執行率については ％と前年度に比較し ポイント上

回っている。

（単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度
対前年度比較

増 減 額 増減率 ％

予算現額

（一般会計）

（特別会計）

支出済額

（一般会計）

（特別会計）

執行率（％）

（一般会計）

（特別会計）

翌年度繰越額は、一般会計において継続費逓次繰越額 億 万 千円、繰越明

許費繰越額 億 万 千円、事故繰越し繰越額 万 千円、合計 億

万 千円を繰り越しており、前年度に比較し 億 万 千円（ ％）減少し

ている。

不用額は 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少

している。

（単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度
対前年度比較

増 減 額 増減率 ％

翌年度繰越額 △ △

（一般会計） △ △

（特別会計）

不用額 △ △

（一般会計） △ △

（特別会計）

（翌年度繰越額の状況）

（単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度
対前年度比較

増 減 額 増減率 ％

継続費逓次繰越額

繰越明許費繰越額 △ △

事故繰越し繰越額

（３）実質収支

財政運営状況判断の基準となる実質収支は 億 万 千円 一般会計 億

万 千円、特別会計 億 万 千円 の黒字となっており、前年度に比較し 億

万 千円 ％ 増加している。

（単位 千円）

（会計別実質収支の状況）

（単位 千円）

区 分
歳 入
決 算 額

歳 出
決 算 額

歳入歳出
差 引 額

翌年度へ
繰り越す
べき財源

実 質
収 支 額

一般会計

特別会計

区 分 ６年度 ５年度
対前年度比較

増 減 額 増減率 ％

歳 入 決 算 額

歳 出 決 算 額

歳 入 歳 出 差 引 額

翌年度へ繰り越すべき財源 △ △

継続費逓次繰越額

繰越明許費繰越額 △ △

事故繰越し繰越額

実 質 収 支 額

実 質 収 支 比 率 ％）
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（４）純計決算総額

決算総額には、一般会計と特別会計間において、繰入金・繰出金がそれぞれ

億 万 千円含まれているので、これを差し引いた純計決算総額は、次表の

とおりである。

（単位 千円）

繰入・繰出の状況

（単位 千円）

２ 財政指標

普通会計決算の財政指標を前年度と比較すると、次表のとおりである。

区 分 歳 入 歳 出 歳入歳出差引額

純 計 決 算 総 額

内訳
一 般 会 計

特 別 会 計 △

区 分 一般会計 特別会計 合 計

歳入

決 算 額

繰 入 額

差 引 純 計 額

歳出

決 算 額

繰 出 額

差 引 純 計 額

区 分 ６年度 ５年度 対前年度比較

経 常 収 支 比 率 （％ △

公 債 費 負 担 比 率 ％ △

財 政 力 指 数 単 年 度 △

財 政 力 指 数 ３箇年平 均 △
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（４）純計決算総額

決算総額には、一般会計と特別会計間において、繰入金・繰出金がそれぞれ

億 万 千円含まれているので、これを差し引いた純計決算総額は、次表の

とおりである。

（単位 千円）

繰入・繰出の状況

（単位 千円）

２ 財政指標

普通会計決算の財政指標を前年度と比較すると、次表のとおりである。

区 分 歳 入 歳 出 歳入歳出差引額

純 計 決 算 総 額

内訳
一 般 会 計

特 別 会 計 △

区 分 一般会計 特別会計 合 計

歳入

決 算 額

繰 入 額

差 引 純 計 額

歳出

決 算 額

繰 出 額

差 引 純 計 額

区 分 ６年度 ５年度 対前年度比較

経 常 収 支 比 率 （％ △

公 債 費 負 担 比 率 ％ △

財 政 力 指 数 単 年 度 △

財 政 力 指 数 ３箇年平 均 △

【用語の解説】

３ 債務負担行為の状況

後年度支出が確定している債務負担行為の状況は、次表のとおりである。

なお、その他の物件の購入、製造・工事の請負等における令和６年度末の債務負

担行為現在高の主なものは、学校給食共同調理場調理等業務委託 億 万円、

放課後児童クラブ・放課後子ども教室運営業務委託 億 万円である。

（単位 千円）

区 分
５年度末

現 在 高

６年度 ６年度末

現 在 高設 定 額 解 消 額

土 地 の 購 入

その他の物件の購入、
製造・工事の請負等

計

〇〇 経経常常収収支支比比率率

財政構造の弾力性を判断する指標。人件費、扶助費、公債費等の経常経

費に、地方税や地方交付税などの経常一般財源と臨時財政対策債等の合計

額をどの程度充当したかを比率で表したもので、この割合が高いほど投資

的経費に充当する財源の余裕がなく財政運営が厳しいとされている。

〇〇 公公債債費費負負担担比比率率

公債費が一般財源の使途の自由度をどの程度制約しているかを判断する

指標。公債費に充てられた一般財源の割合を比率で表したもので、一般的

に ％を超えると「警戒ライン」、 ％を超えると「危険ライン」とされて

いる。

〇〇 財財政政力力指指数数

地方公共団体の財政力を示す指数。基準財政収入額 標準的な地方税収

を基準財政需要額 行政事務の必要経費 で除した数値で、この数値が高い

ほど自主財源の割合が高く財政力があるとされている。
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一 般 会 計 歳 入

一般会計の歳入決算の状況について、前年度と比較すると次表のとおりである。

（単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

不 納 欠 損 額 △ △

収 入 未 済 額

一般会計歳入の収入済額は 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万

千円 ％ 増加している。これは主に、繰入金、繰越金は減少したが、市税、国庫

支出金、寄附金の増加によるものである。

不納欠損額は 万 千円で､前年度に比較し 万 千円 ％ 減少してい

る。これは、主に市税のうち固定資産税における不納欠損額の減少によるものである。

収入未済額は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加し

ている。これは、主に市税のうち固定資産税における収入未済額の増加によるもので

ある。

次に、一般会計歳入決算額を自主・依存財源に区分し、前年度と比較すると、次表

のとおりである。

（単位 千円）

自主財源は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは主に、

市税、寄附金は増加したが、繰入金、繰越金の減少によるものである。

また、依存財源は 億 万円 ％ 増加している。これは、主に国庫支出金、

市債の増加によるものである。

区 分
６年度 ５年度 対前年度比較

決 算 額 構成比％ 決 算 額 構成比 ％ 増 減 額 増減率％

自主財源 △ △

依存財源

計



－ 9 －

一 般 会 計 歳 入

一般会計の歳入決算の状況について、前年度と比較すると次表のとおりである。

（単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

不 納 欠 損 額 △ △

収 入 未 済 額

一般会計歳入の収入済額は 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万

千円 ％ 増加している。これは主に、繰入金、繰越金は減少したが、市税、国庫

支出金、寄附金の増加によるものである。

不納欠損額は 万 千円で､前年度に比較し 万 千円 ％ 減少してい

る。これは、主に市税のうち固定資産税における不納欠損額の減少によるものである。

収入未済額は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加し

ている。これは、主に市税のうち固定資産税における収入未済額の増加によるもので

ある。

次に、一般会計歳入決算額を自主・依存財源に区分し、前年度と比較すると、次表

のとおりである。

（単位 千円）

自主財源は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは主に、

市税、寄附金は増加したが、繰入金、繰越金の減少によるものである。

また、依存財源は 億 万円 ％ 増加している。これは、主に国庫支出金、

市債の増加によるものである。

区 分
６年度 ５年度 対前年度比較

決 算 額 構成比％ 決 算 額 構成比％ 増 減 額 増減率％

自主財源 △ △

依存財源

計

（第１款） 市 税

（単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、主

に市民税の増加によるものである。

※ 各款の収入済額の予算現額、調定額に対する割合及び収入総額に対する比率に

ついては、別表５ Ｐ 参照

１ 税目別状況

（単位 千円）

市民税及び固定資産税の収入状況は、次のとおりである。

（１）市民税

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、

主に法人市民税の増加によるものである。

税 目
収 入 済 額 対 前 年 度 比 較

６年度 ５年度 増 減 額 増減率 ％

市 民 税

個 人 市 民 税 △ △

法 人 市 民 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税 △ △

鉱 産 税

入 湯 税

都 市 計 画 税 △ △

△ 
△ 

計
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（２）固定資産税

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは、主

に償却資産が復興特区における課税免除期間の終了等により増加したことによる

ものである。

２ 収入の推移

最近３箇年の市税収入の推移は、次表のとおりである。

（単位 千円）

３ 徴収状況

最近３箇年の徴収状況の推移は、次表のとおりである。

（単位 千円）

市税の収納率は、前年度に比較し ポイント上回っている。

不納欠損額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。これは、

主に固定資産税における不納欠損額の減少によるものである。

収入未済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは、主

に固定資産税における収入未済額の増加によるものである。

年度 収 入 済 額 対 前 年 度 比 較 指数 ４年度＝

６

５ △

４

区 分 年度 調 定 額 収 入 済 額
収納率

％
不納欠損額 収入未済額

現 年 度 分

６

５

４

滞納繰越分

６

５

４

６

計 ５

４
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（２）固定資産税

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは、主

に償却資産が復興特区における課税免除期間の終了等により増加したことによる

ものである。

２ 収入の推移

最近３箇年の市税収入の推移は、次表のとおりである。

（単位 千円）

３ 徴収状況

最近３箇年の徴収状況の推移は、次表のとおりである。

（単位 千円）

市税の収納率は、前年度に比較し ポイント上回っている。

不納欠損額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。これは、

主に固定資産税における不納欠損額の減少によるものである。

収入未済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは、主

に固定資産税における収入未済額の増加によるものである。

年度 収 入 済 額 対 前 年 度 比 較 指数 ４年度＝

６

５ △

４

区 分 年度 調 定 額 収 入 済 額
収納率

％
不納欠損額 収入未済額

現 年 度 分

６

５

４

滞納繰越分

６

５

４

６

計 ５

４

（第２款） 地方譲与税

（単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 万円 ％ 増加している。これは、主に森林環

境譲与税の増加によるものである。その収入状況を税目別に前年度と比較すると、次

表のとおりである。

（単位 千円）

（第３款） 利子割交付金

（単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。

税 目
収 入 済 額 対 前 年 度 比 較

６年度 ５年度 増 減 額 増減率 ％

地方揮発油譲与税 △ △

自動車重量譲与税

特別とん譲与税 △ △

森林環境譲与税

計
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（第４款） 配当割交付金

（単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。

（第５款） 株式等譲渡所得割交付金

（単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 億 万円 ％ 増加している。

（第６款） 法人事業税交付金

単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。
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（第４款） 配当割交付金

（単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。

（第５款） 株式等譲渡所得割交付金

（単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 億 万円 ％ 増加している。

（第６款） 法人事業税交付金

単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。

（第７款） 地方消費税交付金

（単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。

（第８款） ゴルフ場利用税交付金

単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 千円 ％ 増加している。

（第９款） 環境性能割交付金

単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。
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（第１０款） 地方特例交付金

単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。

（第１１款） 地方交付税

単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、主

に普通交付税について、国の経済対策（補正予算）に基づく追加交付分により増加し

たものである。

（第１２款） 交通安全対策特別交付金

単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。
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（第１０款） 地方特例交付金

単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。

（第１１款） 地方交付税

単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、主

に普通交付税について、国の経済対策（補正予算）に基づく追加交付分により増加し

たものである。

（第１２款） 交通安全対策特別交付金

単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。

（第１３款） 分担金及び負担金

単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは、主に児童

福祉総務費負担金の増加によるものである。

（第１４款） 使用料及び手数料

単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは、主に観

光使用料、土木総務使用料の増加によるものである。

使用料・手数料別に前年度と比較すると、次表のとおりである。

（単位 千円）

区 分
収 入 済 額 対 前 年 度 比 較

６年度 ５年度 増 減 額 増減率 ％

使 用 料

手 数 料 △ △

計
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１ 市営住宅使用料の徴収状況

最近３箇年の徴収状況の推移は、次表のとおりである。

（単位 千円）

使用料の収納率は、前年度に比較し ポイント上回っている。

また、不納欠損額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少し、収入未済額は

前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。

（第１５款） 国庫支出金

単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これを国庫

負担金・国庫補助金・委託金別に前年度と比較すると、次頁の表のとおりである。

区 分 年度 調 定 額 収 入 済 額
収納率

％
不納欠損額 収入未済額

現 年 度 分

６

５

４

過 年 度 分

６

５

４

計

６

５

４
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１ 市営住宅使用料の徴収状況

最近３箇年の徴収状況の推移は、次表のとおりである。

（単位 千円）

使用料の収納率は、前年度に比較し ポイント上回っている。

また、不納欠損額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少し、収入未済額は

前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。

（第１５款） 国庫支出金

単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これを国庫

負担金・国庫補助金・委託金別に前年度と比較すると、次頁の表のとおりである。

区 分 年度 調 定 額 収 入 済 額
収納率

％
不納欠損額 収入未済額

現 年 度 分

６

５

４

過 年 度 分

６

５

４

計

６

５

４

（単位 千円）

１ 国庫負担金

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは主

に、社会福祉総務費負担金、予防費負担金は減少したが、障害者福祉費負担金、児

童手当費負担金の増加によるものである。

２ 国庫補助金

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは主

に、予防費補助金、商工振興費補助金は減少したが、社会福祉総務費補助金、体育

施設費補助金の増加によるものである。

３ 委託金

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは主に、戸

籍住民基本台帳費委託金は減少したが、障害者福祉費委託金、国民年金費委託金

の増加によるものである。

（第１６款） 県支出金

単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これを県負担

金・県補助金・委託金別に前年度と比較すると、次頁の表のとおりである。

区 分
収 入 済 額 対 前 年 度 比 較

６年度 ５年度 増 減 額 増減率 ％

国 庫 負 担 金

国 庫 補 助 金

委 託 金

計
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（単位 千円）

１ 県負担金

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは主

に、社会福祉総務費負担金は減少し、災害復旧費県負担金は皆減したが、障害者福

祉費負担金、老人福祉総務費負担金の増加によるものである。

２ 県補助金

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは主に、

医療福祉費補助金、災害対策費補助金は減少したが、老人福祉推進費補助金、農林

水産施設災害復旧費補助金の増加によるものである。

３ 委託金

収入済額は、前年度に比較し 万円 ％ 増加している。これは主

に、統計調査費委託金、障害者福祉費委託金は減少したが、徴税費委託金、選

挙費委託金の増加によるものである。

（第１７款） 財産収入

単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは、主に財

産貸付収入の増加によるものである。これを財産運用収入・財産売払収入別に前年度

と比較すると、次頁の表のとおりである。

区 分
収 入 済 額 対 前 年 度 比 較

６年度 ５年度 増 減 額 増減率 ％

県 負 担 金

県 補 助 金

委 託 金

計
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（単位 千円）

１ 県負担金

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは主

に、社会福祉総務費負担金は減少し、災害復旧費県負担金は皆減したが、障害者福

祉費負担金、老人福祉総務費負担金の増加によるものである。

２ 県補助金

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは主に、

医療福祉費補助金、災害対策費補助金は減少したが、老人福祉推進費補助金、農林

水産施設災害復旧費補助金の増加によるものである。

３ 委託金

収入済額は、前年度に比較し 万円 ％ 増加している。これは主

に、統計調査費委託金、障害者福祉費委託金は減少したが、徴税費委託金、選

挙費委託金の増加によるものである。

（第１７款） 財産収入

単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは、主に財

産貸付収入の増加によるものである。これを財産運用収入・財産売払収入別に前年度

と比較すると、次頁の表のとおりである。

区 分
収 入 済 額 対 前 年 度 比 較

６年度 ５年度 増 減 額 増減率 ％

県 負 担 金

県 補 助 金

委 託 金

計

（単位 千円）

（第１８款） 寄附金

単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、

主に「ふるさと寄附金」 財産管理費寄附金 の増加によるものである。

（第１９款） 繰入金

単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 億 万円 ％ 減少している。これは、主に

市債償還基金繰入金の減少によるものである。

区 分
収 入 済 額 対 前 年 度 比 較

６年度 ５年度 増 減 額 増減率 ％

財 産 運 用 収 入

財 産 売 払 収 入 △ △

計



－ 20 －

（第２０款） 繰越金

単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度繰越金で前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少して

いる。

（第２１款） 諸収入

単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、主

に雑入の増加によるものである。

（第２２款） 市 債

単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは主

に、都市計画総務債、臨時財政対策債は減少したが、体育施設債、総務施設災害復旧

債の増加によるものである。
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（第２０款） 繰越金

単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度繰越金で前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少して

いる。

（第２１款） 諸収入

単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、主

に雑入の増加によるものである。

（第２２款） 市 債

単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは主

に、都市計画総務債、臨時財政対策債は減少したが、体育施設債、総務施設災害復旧

債の増加によるものである。

一 般 会 計 歳 出

一般会計の歳出決算の状況について、前年度と比較すると次表のとおりである。

単位 千円

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

支 出 済 額

執 行 率 ％

翌 年 度 繰 越 額 △ △

不 用 額 △ △

一般会計の支出済額は 億 万円で、前年度に比較し 億 万 千円

％ 増加している。これは主に、衛生費、商工費は減少したが、総務費、教育費

の増加によるものである。

なお、予算現額 億 万 千円に対する執行率は ％となっている。

翌年度繰越額の内訳は、継続費逓次繰越額が 億 万 千円、繰越明許費繰越額が

億 万 千円、事故繰越し繰越額が 万 千円である。

不用額は、主に民生費、衛生費で生じており、その総額は 億 万 千円であ

る。

性質別支出済額は、前年度と比較すると次頁の表のとおりである。
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単位 千円

区 分

６年度 ５年度 対 前 年 度 比 較

支出済額
構成比

％
支出済額

構成比

％
増 減 額

増減率

％

義 務 的 経 費

人 件 費

扶 助 費

公 債 費 △ △

投 資 的 経 費

普通建設事業費

補助事業

単独事業 △ △

県営事業負担金 △ △

災害復旧事業費

補助事業 △ △

単独事業

その他の経費

物 件 費

維持補修費 △ △

補 助 費 等 △ △

積 立 金

投資及び出資金 △ △

貸 付 金 △ △

繰 出 金

合 計

各款の歳出決算の状況については次のとおりである。

予算現額には、予備費から各科目へ充用された 億 万 千円、前年度継続費逓

次繰越額として 億 万 千円、前年度繰越明許費繰越額として 億 万 千

円が含まれている。
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単位 千円

区 分

６年度 ５年度 対 前 年 度 比 較

支出済額
構成比

％
支出済額

構成比

％
増 減 額

増減率

％

義 務 的 経 費

人 件 費

扶 助 費

公 債 費 △ △

投 資 的 経 費

普通建設事業費

補助事業

単独事業 △ △

県営事業負担金 △ △

災害復旧事業費

補助事業 △ △

単独事業

その他の経費

物 件 費

維持補修費 △ △

補 助 費 等 △ △

積 立 金

投資及び出資金 △ △

貸 付 金 △ △

繰 出 金

合 計

各款の歳出決算の状況については次のとおりである。

予算現額には、予備費から各科目へ充用された 億 万 千円、前年度継続費逓

次繰越額として 億 万 千円、前年度繰越明許費繰越額として 億 万 千

円が含まれている。

（第１款） 議会費

単位 千円

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額 △ △

支出済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。これは、主に共済

費の減少によるものである。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント上回っ

ている。

なお、不用額 万 千円を生じているが、これは、委託料、負担金、補助及び交

付金などである。

※ 各款の支出済額の総額に対する比率は、別表８ Ｐ 参照

（第２款） 総務費

単位 千円

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

支 出 済 額

執 行 率 （ ％ ）

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額 △ △

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは主

に、賦課徴収費の役務費は減少したが、財産管理費の積立金の増加によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、ふるさと寄附金推進経費手数料、国・県

支出金返還金、財政調整基金への積立金である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント上回っ

ている。

翌年度繰越額として、継続費逓次繰越及び繰越明許費 億 万 千円が繰り越され

ている。

なお、不用額 億 万 千円を生じているが、これは、一般管理費の役務費、財産

管理費の公有財産購入費などである。
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（第３款） 民生費

単位 千円

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

支 出 済 額

執 行 率 ％

翌 年 度 繰 越 額 △ △

不 用 額

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、主

に社会福祉総務費の負担金、補助及び交付金、障害者福祉費の扶助費の増加によるも

のである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、後期高齢者医療給付費市町村負担金、児

童手当支給費の扶助費である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント上回っ

ている。

翌年度繰越額として、繰越明許費 万 千円が繰り越されている。

なお、不用額 億 万 千円を生じているが、これは、社会福祉総務費の負担

金、補助及び交付金、障害者福祉費の扶助費などである。

（第４款） 衛生費

単位 千円

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％

翌 年 度 繰 越 額 △ △

不 用 額 △ △

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは、主

に予防費の委託料、脱炭素化対策費の負担金、補助及び交付金の減少によるものであ

る。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、予防接種委託料、清掃センター焼却炉灰

溶融炉設備関係補修工事費である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント上回っ

ている。
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（第３款） 民生費

単位 千円

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

支 出 済 額

執 行 率 ％

翌 年 度 繰 越 額 △ △

不 用 額

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、主

に社会福祉総務費の負担金、補助及び交付金、障害者福祉費の扶助費の増加によるも

のである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、後期高齢者医療給付費市町村負担金、児

童手当支給費の扶助費である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント上回っ

ている。

翌年度繰越額として、繰越明許費 万 千円が繰り越されている。

なお、不用額 億 万 千円を生じているが、これは、社会福祉総務費の負担

金、補助及び交付金、障害者福祉費の扶助費などである。

（第４款） 衛生費

単位 千円

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％

翌 年 度 繰 越 額 △ △

不 用 額 △ △

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは、主

に予防費の委託料、脱炭素化対策費の負担金、補助及び交付金の減少によるものであ

る。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、予防接種委託料、清掃センター焼却炉灰

溶融炉設備関係補修工事費である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント上回っ

ている。

翌年度繰越額として、繰越明許費 億円が繰り越されている。

なお、不用額 億 万円を生じているが、これは、保健衛生総務費の負担金、

補助及び交付金、予防費の委託料などである。

（第５款） 労働費

単位 千円

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％ △

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額 △ △

支出済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。これは、主に

負担金、補助及び交付金の減少によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、高等学校等新規卒業者就職祝金、住宅手

当支給支援事業補助、地域雇用創出支援事業補助である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント下回っ

ている。

なお、不用額 万 千円を生じているが、これは、報償費などである。

（第６款） 農林水産業費

単位 千円

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％

翌 年 度 繰 越 額 △ △

不 用 額 △ △

支出済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。これは、主に漁

港費の負担金、補助及び交付金の減少によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、県営土地改良事業負担金、森林環境譲与

税基金への積立金である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント上回っ

ている。
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翌年度繰越額として、繰越明許費 万 千円が繰り越されている。

なお、不用額 万 千円を生じているが、これは、農業振興費・水産業振興費

の負担金、補助及び交付金などである。

（第７款） 商工費

単位 千円

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％

翌 年 度 繰 越 額 △

不 用 額 △ △

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは、

主に観光費の委託料、商工振興費の負担金、補助及び交付金の減少によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、日立駅前大型商業施設管理委託料、鵜来

来の湯十王管理委託料である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント上回っ

ている。

なお、不用額 万 千円を生じているが、これは、商工振興費の委託料・負担

金、補助及び交付金などである。

（第８款） 土木費

単位 千円

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

支 出 済 額

執 行 率 ％

翌 年 度 繰 越 額 △ △

不 用 額 △ △

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは主に、

都市計画総務費の委託料、道路維持費の工事請負費は減少したが、幹線道路整備費の

公有財産購入費・補償、補填及び賠償金の増加によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、市営住宅管理委託料、日立・高萩広域下

水道組合事業負担金である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント上回っ
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翌年度繰越額として、繰越明許費 万 千円が繰り越されている。

なお、不用額 万 千円を生じているが、これは、農業振興費・水産業振興費

の負担金、補助及び交付金などである。

（第７款） 商工費

単位 千円

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％

翌 年 度 繰 越 額 △

不 用 額 △ △

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは、

主に観光費の委託料、商工振興費の負担金、補助及び交付金の減少によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、日立駅前大型商業施設管理委託料、鵜来

来の湯十王管理委託料である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント上回っ

ている。

なお、不用額 万 千円を生じているが、これは、商工振興費の委託料・負担

金、補助及び交付金などである。

（第８款） 土木費

単位 千円

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

支 出 済 額

執 行 率 ％

翌 年 度 繰 越 額 △ △

不 用 額 △ △

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは主に、

都市計画総務費の委託料、道路維持費の工事請負費は減少したが、幹線道路整備費の

公有財産購入費・補償、補填及び賠償金の増加によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、市営住宅管理委託料、日立・高萩広域下

水道組合事業負担金である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント上回っ

ている。

翌年度繰越額として、継続費逓次繰越及び繰越明許費 億 万 千円が繰り

越されている。

なお、不用額 億 万 千円を生じているが、これは、都市計画総務費の負担金、

補助及び交付金、下水道費の繰出金などである。

（第９款） 消防費

単位 千円

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％ △

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額 △ △

支出済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。これは主に、消

防施設費の工事請負費は増加したが、消防施設費の委託料の減少、消防施設費の公有

財産購入費の皆減によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、消防指令システム保守点検業務委託料、

北部消防署庁舎整備工事費及び外構工事費である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント下回っ

ている。

翌年度繰越額として、継続費逓次繰越及び繰越明許費 億 万 千円が繰り越さ

れている。

なお、不用額 万 千円を生じているが、これは、常備消防費の共済費、消防

施設費の繰出金などである。

（第１０款） 教育費

単位 千円

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

支 出 済 額

執 行 率 ％

翌 年 度 繰 越 額 △ △

不 用 額 △ △
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支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、主

に体育施設費の工事請負費の増加によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、野球場再整備工事費、私立幼稚園施設型

給付費である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント上回っ

ている。

翌年度繰越額として、継続費逓次繰越及び繰越明許費 億 万 千円が繰り越さ

れている。

なお、不用額 億 万 千円を生じているが、これは、私立幼稚園振興費の扶助

費などである。

（第１１款） 災害復旧費

単位 千円

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

支 出 済 額

執 行 率 ％

翌 年 度 繰 越 額 △ △

不 用 額 △ △

令和５年台風 号の豪雨により被害を受けた道路や公共施設などの災害復旧費であ

り、支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。

支出済額の主なものは、本庁舎安全対策工事費、道路災害復旧工事費である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント上回っ

ている。

翌年度繰越額として、継続費逓次繰越、繰越明許費及び事故繰越し 億 万 千

円が繰り越されている。

なお、不用額 億 万 千円が生じているが、これは、道路橋梁施設災害復旧費の

工事請負費、商工関連災害対策費の負担金、補助及び交付金などである。
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支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、主

に体育施設費の工事請負費の増加によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、野球場再整備工事費、私立幼稚園施設型

給付費である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント上回っ

ている。

翌年度繰越額として、継続費逓次繰越及び繰越明許費 億 万 千円が繰り越さ

れている。

なお、不用額 億 万 千円を生じているが、これは、私立幼稚園振興費の扶助

費などである。

（第１１款） 災害復旧費

単位 千円

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

支 出 済 額

執 行 率 ％

翌 年 度 繰 越 額 △ △

不 用 額 △ △

令和５年台風 号の豪雨により被害を受けた道路や公共施設などの災害復旧費であ

り、支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。

支出済額の主なものは、本庁舎安全対策工事費、道路災害復旧工事費である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント上回っ

ている。

翌年度繰越額として、継続費逓次繰越、繰越明許費及び事故繰越し 億 万 千

円が繰り越されている。

なお、不用額 億 万 千円が生じているが、これは、道路橋梁施設災害復旧費の

工事請負費、商工関連災害対策費の負担金、補助及び交付金などである。

（第１２款） 公債費

単位 千円

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％ △

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは、主

に市債の元金償還金の減少によるものである。

支出済額の内訳は、元金償還金 億 万 千円、支払利子 億 万円 繰替

運用に伴う利子相当額 万 千円を含む。 である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント下回っ

ている。

なお、不用額 億 万 千円を生じているが、これは、元金の償還金、利子及び

割引料などである。

（第１３款） 予備費

単位 千円

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 額 △ △

充 用 額 △ △

充 用 率 ％ △

不 用 額

充用額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。

各科目への充用状況は、総務費 万 千円、民生費 万 千円、農林水産業費

万 千円、商工費 万 千円、土木費 万 千円、消防費 万 千円、教育

費 万 千円となっている。
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特 別 会 計

国民健康保険事業など５会計の特別会計の収入済額は 億 万円で、前年度

に比較し 億 万 千円増加している。また、支出済額は 億 万 千円で、

前年度に比較し 億 万 千円増加している。

特別会計の歳入歳出決算の状況について、前年度と比較すると次表のとおりであ

る。

（単位 千円）

区 分
収 入 済 額 支 出 済 額

６年度 ５年度 増減額 ６年度 ５年度 増減額

国民健康保険事業 △ △

介護保険事業

介護サービス事業

戸別合併処理浄化槽
事業 △ △

後期高齢者医療事業

合 計

一般会計からの繰入総額は 億 万 千円であり、一般会計繰入金を前年度

と比較すると、次表のとおりである。

（単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度 増 減 額

国民健康保険事業 △

介護保険事業 

介護サービス事業 

戸別合併処理浄化槽事業 

後期高齢者医療事業 

合 計 
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特 別 会 計

国民健康保険事業など５会計の特別会計の収入済額は 億 万円で、前年度

に比較し 億 万 千円増加している。また、支出済額は 億 万 千円で、

前年度に比較し 億 万 千円増加している。

特別会計の歳入歳出決算の状況について、前年度と比較すると次表のとおりであ

る。

（単位 千円）

区 分
収 入 済 額 支 出 済 額

６年度 ５年度 増減額 ６年度 ５年度 増減額

国民健康保険事業 △ △

介護保険事業

介護サービス事業

戸別合併処理浄化槽
事業 △ △

後期高齢者医療事業

合 計

一般会計からの繰入総額は 億 万 千円であり、一般会計繰入金を前年度

と比較すると、次表のとおりである。

（単位 千円）

区 分 ６年度 ５年度 増 減 額

国民健康保険事業 △

介護保険事業 

介護サービス事業 

戸別合併処理浄化槽事業 

後期高齢者医療事業 

合 計 

 

国民健康保険事業特別会計

単位 千円

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

歳

入

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

執 行 率 ％ －

歳

出

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％ －

歳 入 歳 出 差 引 額

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは主に、

基金繰入金は増加したが、保険給付費等交付金、繰越金の減少によるものである。

支出済額は、前年度に比較し 億 万円 ％ 減少している。これは主に、

一般被保険者医療給付費納付金は増加したが、一般被保険者療養給付費の減少によ

るものである。

収入済額の主なものは、一般被保険者国民健康保険料、保険給付費等交付金であ

り、支出済額の主なものは、療養諸費、医療給付費納付金である。

国民健康保険料は、歳入総額の ％ 前年度 ％ を占めており、この調

定・収入状況を前年度と比較すると、次頁の表のとおりである。
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（単位 千円）

区分 年度 被保険者別 調定額 収入済額 収納率 ％ 不納欠損額 収入未済額

現

年

６

一 般

退 職

計

度

分
５

一 般

退 職

計

滞

納

６

一 般

退 職

計

繰

越

分 ５

一 般

退 職

計

区分 年度 被保険者別 調定額 収入済額 収納率 ％ 不納欠損額 収入未済額

合

６

一 般

退 職

計

計

５

一 般

退 職

計

保険料の収納率は、前年度に比較し ポイント上回っている。また、不納欠損

額は、前年度に比較し 万 千円（ ％）減少している。

保険給付事業における医療費 療養の給付等 の状況を前年度と比較すると、次表

のとおりである。

年度
被保険

者 別
世帯数

被保険

者 数
受診件数 受診率

医 療 費

費用額 １件当たり

の額（円）

１人当たり

の額（円）（人） （件） （％） （千円）

一 般

６ 退 職

計

一 般

５ 退 職

計

（注） 一般・退職混合世帯は、世帯数の一般に含まれている。
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（単位 千円）

区分 年度 被保険者別 調定額 収入済額 収納率 ％ 不納欠損額 収入未済額

現

年

６

一 般

退 職

計

度

分
５

一 般

退 職

計

滞

納

６

一 般

退 職

計

繰

越

分 ５

一 般

退 職

計

区分 年度 被保険者別 調定額 収入済額 収納率 ％ 不納欠損額 収入未済額

合

６

一 般

退 職

計

計

５

一 般

退 職

計

保険料の収納率は、前年度に比較し ポイント上回っている。また、不納欠損

額は、前年度に比較し 万 千円（ ％）減少している。

保険給付事業における医療費 療養の給付等 の状況を前年度と比較すると、次表

のとおりである。

年度
被保険

者 別
世帯数

被保険

者 数
受診件数 受診率

医 療 費

費用額 １件当たり

の額（円）

１人当たり

の額（円）（人） （件） （％） （千円）

一 般

６ 退 職

計

一 般

５ 退 職

計

（注） 一般・退職混合世帯は、世帯数の一般に含まれている。

 

介護保険事業特別会計
単位 千円

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

歳

入

調 定 額

収 入 済 額

執 行 率 ％

歳

出

支 出 済 額

執 行 率 ％

歳 入 歳 出 差 引 額 △ △
 
収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは主に、

繰越金は減少したが、介護給付費交付金の増加によるものである。

支出済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは主に、

償還金は減少したが、居宅介護サービス給付費、地域密着型介護サービス給付費の

増加によるものである。

収入済額の主なものは、介護保険料、介護給付費負担金、介護給付費交付金であ

り、支出済額の主なものは、居宅介護サービス給付費、地域密着型介護サービス給

付費、施設介護サービス給付費である。 

介護保険料は、歳入総額の ％ 前年度 ％ を占めており、この調定・収

入状況を前年度と比較すると、次表のとおりである。

単位 千円

区 分 年度 調定額 収入済額
収納率

％
不 納
欠損額

収 入
未済額

現 年 度 分
６

５

滞 納 繰 越 分
６

５

合 計
６

５

なお、保険給付状況は、次表のとおりである。

年度
ｻ ﾋ゙ ｽ受給者
延数 人

給 付 額
千円

１人当たりの
月 額 給 付 額

円

年 度 末 状 況

被 保 険
者数 人

認 定 者
数 人

ｻ ﾋ゙ ｽ受給
者数 人

受給率
％

６

５
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介護サービス事業特別会計

単位 千円

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

歳

入

調 定 額

収 入 済 額

執 行 率 ％

歳

出

支 出 済 額

執 行 率 ％

歳 入 歳 出 差 引 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 万円 ％ 増加している。これは、主に施設

介護サービス費収入、一般会計繰入金の増加によるものである。

支出済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは、人件

費を除くと、主に公債費元金償還金の増加によるものである。

収入済額の主なものは、施設介護サービス費収入、一般会計繰入金であり、支出

済額の主なものは、特別養護老人ホーム管理委託料、公債費元金償還金である。

なお、介護サービス事業別利用状況は、次表のとおりである。

年度 事 業 名 延利用者数 人 費用額 千円
１人当たりの

費用額 円

６

通所介護事業

短期入所生活介護事業

介護予防支援事業

施設介護サービス事業

計

５

通所介護事業

短期入所生活介護事業

介護予防支援事業

施設介護サービス事業

計
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介護サービス事業特別会計

単位 千円

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

歳

入

調 定 額

収 入 済 額

執 行 率 ％

歳

出

支 出 済 額

執 行 率 ％

歳 入 歳 出 差 引 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 万円 ％ 増加している。これは、主に施設

介護サービス費収入、一般会計繰入金の増加によるものである。

支出済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは、人件

費を除くと、主に公債費元金償還金の増加によるものである。

収入済額の主なものは、施設介護サービス費収入、一般会計繰入金であり、支出

済額の主なものは、特別養護老人ホーム管理委託料、公債費元金償還金である。

なお、介護サービス事業別利用状況は、次表のとおりである。

年度 事 業 名 延利用者数 人 費用額 千円
１人当たりの

費用額 円

６

通所介護事業

短期入所生活介護事業

介護予防支援事業

施設介護サービス事業

計

５

通所介護事業

短期入所生活介護事業

介護予防支援事業

施設介護サービス事業

計

 

戸別合併処理浄化槽事業特別会計

単位 千円

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

歳

入

調 定 額

収 入 済 額 △ △

執 行 率 ％

歳

出

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％

歳 入 歳 出 差 引 額

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。これは、主に浄化

槽使用料金の減少によるものである。

支出済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。これは、主に浄化

槽管理費の委託料の減少によるものである。

収入済額の主なものは、一般会計繰入金、雑入 浄化槽使用料金 であり、支出済

額の主なものは、浄化槽清掃・浄化槽維持管理委託料、公債費元金償還金である。

後期高齢者医療事業特別会計

単位 千円

区 分 ６年度 ５年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

歳

入

調 定 額

収 入 済 額

執 行 率 ％ △

歳

出

支 出 済 額

執 行 率 ％ △

歳 入 歳 出 差 引 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、

主に後期高齢者医療保険料、一般会計繰入金の増加によるものである。

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、

主に保険料収入が増加したことに伴う後期高齢者医療広域連合納付金の増加による

ものである。
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収入済額の主なものは、後期高齢者医療保険料であり、支出済額の主なものは、

後期高齢者医療広域連合納付金である。

後期高齢者医療保険料は、歳入総額の ％ 前年度 ％ を占めており、こ

の調定・収入状況を前年度と比較すると、次表のとおりである。

単位 千円

区 分 年度 調定額 収入済額
収納率

％

不 納

欠損額

収 入

未済額

現 年 度 分
６

５

滞 納 繰 越 分
６

５

合 計
６

５
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収入済額の主なものは、後期高齢者医療保険料であり、支出済額の主なものは、

後期高齢者医療広域連合納付金である。

後期高齢者医療保険料は、歳入総額の ％ 前年度 ％ を占めており、こ

の調定・収入状況を前年度と比較すると、次表のとおりである。

単位 千円

区 分 年度 調定額 収入済額
収納率

％

不 納

欠損額

収 入

未済額

現 年 度 分
６

５

滞 納 繰 越 分
６

５

合 計
６

５

財産に関する調書

決算年度における財産の主な増減及び年度末現在高の状況は、次のとおりである。

１ 公有財産

（１）土 地

決算年度末現在高は ㎡であり、前年度に比較し ㎡減少して

いる。これは、主に貸付地の売払い及び交換によるものである。

（２）建 物

決算年度末現在高は ㎡であり、前年度に比較し ㎡減少し

ている。これは、主に運動公園野球場の解体によるものである。

（３）物 権

地上権の決算年度末現在高は ㎡で、前年度に比較し ㎡減

少している。

また、温泉権の決算年度末現在高は １件で、前年度末現在高と同じである。

（４）無体財産権

決算年度末現在高は商標権 ７件、意匠権 １件、育成者権 １件で、前年度末現

在高と同じである。

（５）有価証券

決算年度末現在高は 億 万 千円で、前年度末現在高と同じである。

（６）出資による権利

決算年度末現在高は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円増加して

いる。これは、茨城県信用保証協会寄託金の増加によるものである。

２ 物 品

重要物品 取得価格・評価価額 万円以上の物品 の決算年度末現在高は

件で、前年度に比較し 件増加している。これは、老朽化に伴う廃棄等により

件減少したが、購入等により 件増加したことによるものである。

３ 債 権

分譲団地定期借地権付宅地貸付一時金の決算年度末現在高は 円である。

前年度に比較し 万 千円減少している。これは、債務者の納付計画に基づく弁済

によるものである。
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４ 基 金

基金の決算年度末現在高は 億 万 千円で、その内訳は、財政調整基金な

ど 種の資金積立基金 億 万 千円及び奨学金貸付基金など ２種の定額資

金運用基金 億 万 千円である。

資金積立基金は、前年度に比較し 億 万 千円減少している。これは主に、

まち・ひと・しごと創生基金、未来地域振興基金が皆増となったほか、財政調整基

金が増加したものの、市債償還基金、公共施設等総合管理基金が減少したことによ

るものである。

また、定額資金運用基金は、前年度に比較し 万円減少している。これは、

高額療養費貸付基金の皆減によるものである。
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４ 基 金

基金の決算年度末現在高は 億 万 千円で、その内訳は、財政調整基金な

ど 種の資金積立基金 億 万 千円及び奨学金貸付基金など ２種の定額資

金運用基金 億 万 千円である。

資金積立基金は、前年度に比較し 億 万 千円減少している。これは主に、

まち・ひと・しごと創生基金、未来地域振興基金が皆増となったほか、財政調整基

金が増加したものの、市債償還基金、公共施設等総合管理基金が減少したことによ

るものである。

また、定額資金運用基金は、前年度に比較し 万円減少している。これは、

高額療養費貸付基金の皆減によるものである。

基 金 の 運 用 状 況

日立市高額療養費貸付基金

この基金の額は 万円であり、基金の回転率は 回で、前年度に比較し変化は

ない。

基金運用状況の最近３箇年の推移は、次表のとおりである。

なお、この基金は令和６年度末で廃止し、基金残高 千円を当該基金の拠出元

である一般会計に繰出しした。

単位 千円

年度

貸 付 償 還 不納欠損 年度末現在貸付 年 度 末

現金現在高件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額

６

５

４

日立市奨学金貸付基金

この基金の額は 億 万円であるが、本年度末現在高は 億 万 千円である。

基金運用状況の最近３箇年の推移は、次表のとおりである。

単位 千円

年度
貸 付

償還額
年 度 末

未償還 額

左のうち滞納分 年 度 末

現金現在高人 員 金 額 人 員 金 額

６ うち新規

５ うち新規

４ うち新規
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む す び

令和６年度の一般会計及び特別会計の決算は、歳入総額 億

万 千円に対し、歳出総額は 億 万 千円となり、前年度に比

較し、歳入は 億 万 千円 ％ 、歳出は 億 万 千

円 ％ の増であり、令和５年９月の台風 号による大雨被害からの

災害復旧や運動公園野球場再整備事業などの大型事業を着実に進めたほ

か、大幅増となった市税等を財政調整基金へ積み立てた結果、歳入・歳出

ともに、過去３番目の決算規模となっている。

また、歳入歳出差引額から翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いた実

質収支は 億 万 千円の黒字となっている。

一般会計の状況をみると、歳入は 億 万 千円、歳出は

億 万円であり、前年度に比較し、歳入は 億 万 千円

％ 、歳出は 億 万 千円 ％ 増加している。

歳入を財源別にみると、自主財源は、繰入金や繰越金の減少により、

億 万 千円と、前年度に比較し 億 万 千円 ％ の

減となっている。

このうち、歳入の根幹である市税は 億 万円であり、法人市

民税の増加等により、前年度に比較し 億 万 千円 ％ の増

となっている。

なお、市税の収納率は ％で前年度より ポイント上回り、収入

未済額は 億 万 千円と前年度より 万 千円 ％ 増加

している。

一方、依存財源については、前年度に比較し、 億 万円（ ％）

増の 億 万 千円となった。これは、運動公園野球場の再整備に係

る国庫支出金（都市構造再編集中支援事業補助）が皆増となったほか、災

害復旧への対応や運動公園野球場の再整備のために、市債が増加したこ

となどによるものである。

歳出を性質別にみると、義務的経費は、人件費と扶助費の増加により

億 万 千円と、前年度に比較し 億 万 千円 ％）の

増となっている。これは、人件費については、会計年度任用職員の報酬改

定や職員の給与等の改定に伴う増などにより、また、扶助費については、
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む す び

令和６年度の一般会計及び特別会計の決算は、歳入総額 億

万 千円に対し、歳出総額は 億 万 千円となり、前年度に比

較し、歳入は 億 万 千円 ％ 、歳出は 億 万 千

円 ％ の増であり、令和５年９月の台風 号による大雨被害からの

災害復旧や運動公園野球場再整備事業などの大型事業を着実に進めたほ

か、大幅増となった市税等を財政調整基金へ積み立てた結果、歳入・歳出

ともに、過去３番目の決算規模となっている。

また、歳入歳出差引額から翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いた実

質収支は 億 万 千円の黒字となっている。

一般会計の状況をみると、歳入は 億 万 千円、歳出は

億 万円であり、前年度に比較し、歳入は 億 万 千円

％ 、歳出は 億 万 千円 ％ 増加している。

歳入を財源別にみると、自主財源は、繰入金や繰越金の減少により、

億 万 千円と、前年度に比較し 億 万 千円 ％ の

減となっている。

このうち、歳入の根幹である市税は 億 万円であり、法人市

民税の増加等により、前年度に比較し 億 万 千円 ％ の増

となっている。

なお、市税の収納率は ％で前年度より ポイント上回り、収入

未済額は 億 万 千円と前年度より 万 千円 ％ 増加

している。

一方、依存財源については、前年度に比較し、 億 万円（ ％）

増の 億 万 千円となった。これは、運動公園野球場の再整備に係

る国庫支出金（都市構造再編集中支援事業補助）が皆増となったほか、災

害復旧への対応や運動公園野球場の再整備のために、市債が増加したこ

となどによるものである。

歳出を性質別にみると、義務的経費は、人件費と扶助費の増加により

億 万 千円と、前年度に比較し 億 万 千円 ％）の

増となっている。これは、人件費については、会計年度任用職員の報酬改

定や職員の給与等の改定に伴う増などにより、また、扶助費については、

 

障害者自立支援給付や生活保護費のほか、支給対象の拡大等の制度改正

をした児童手当などの経常的な扶助費の増、さらには、定額減税補足給付

金など前年度を上回る国の「新たな経済に向けた給付金・定額減税一体措

置」に基づく各種給付金を給付したことによるものである。また、投資的

経費については、 億 万 千円と前年度に比較し 億 万

千円 ％ 増加している。これは主に、普通建設事業費のうち補助事

業に係る経費が増加したためであり、運動公園野球場再整備事業や鮎川・

城南道路整備のほか、私立認定こども園整備事業費補助などの大型事業

を推進したことによるものである。

令和６年度は、令和５年台風 号による大雨被害の復旧を最優先に取

り組んだことで、道路・河川等の社会インフラの復旧が概ね完了したほ

か、被災者の生活再建をはじめ、今後における安全で災害に強いまちづく

りを進めてきた。日立市総合計画前期基本計画にも掲げられているとこ

ろであるが、その第１の柱である「安全・安心のまちづくり」については、

北部消防署庁舎の整備や本庁舎の浸水対策のほか、土のうステーション

の整備、避難所へのスポットクーラーの設置など防災体制の確保に努め、

さらに、地域医療体制を確保するため、医師の確保、医療機器の整備、病

院の運営補助、診療所の開業助成等を実施した。また、第２の柱である

「地方創生・人口減少対策」としては、児童クラブの運営と放課後子ども

教室の推進や、私立認定こども園の整備費助成のほか、ひたちマイホーム

取得助成の拡充や、空き家の利活用促進などに努めた。さらに、第３の柱

である「都市力の向上」については、駅前のにぎわい創出を図るための日

立駅前の再活性化事業や、都市拠点としての機能向上を図る常陸多賀駅

周辺地区整備事業を進めたほか、中所沢川尻線、鮎川・城南道路等の幹線

道路の整備に加え、新交通の導入事業に着手した。そして、第４の柱であ

る「持続可能なまちづくり」については、運動公園野球場の再整備や本市

初のフルマラソン大会となった「ひたちシーサイドマラソン」の開催に対

する支援、各種の中小企業や農業者に対する支援のほか、森林の経営管

理、水産の振興対策などに取り組んだ。このように、令和６年度において

も、本市が抱える様々な課題に対応しつつ各種事業を着実に推進し、概ね

計画どおりの事業遂行と成果を収めたものと考える。
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次に、特別会計についてであるが、まず、特別会計５事業のうち事業規

模の大きい国民健康保険事業及び介護保険事業の状況をみると、国民健

康保険事業の実質収支は 万円の黒字となっている。また、国民健

康保険料の収納率は ％と前年度より ポイント上回っており、

収入未済額については、 億 万 千円と前年度に比較し 万

千円 ％ 減少している。

介護保険事業の実質収支も 億 万 千円の黒字となっているが、

介護保険料の収納率は ％と前年度より ポイント下回っており、

収入未済額については、 万 千円と前年度に比較し 万 千円

％ 増加している。

また、令和６年度については、後期高齢者医療事業において、保険料収

入が増加したことに伴う後期高齢者医療広域連合納付金の増加により、

収入支出がともに増加しており、特別会計全体では、収入済額が 億

万円で、前年度に比較し 億 万 千円の増、支出済額は

億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円の増となってい

る。

なお、特別会計における一般会計からの繰入金は 億 万 千

円となっており、前年度と比較し 万 千円の増となっている。

普通会計における財政指標をみると、財政構造の弾力性を判断する経

常収支比率は、市税収入や交付税の増額が、物価高騰による物件費や人件

費の上昇を大幅に上回ったことにより ％と、前年度に比較し ポ

イント改善しており、公債費に充てられた一般財源の一般財源総額に対

する割合を示す公債費負担比率も ％と、前年度に比較し ポイ

ント改善している。また、地方公共団体の財政力の強弱を測る交付税上の

指標である財政力指数 単年度 は であり、前年度に比較し

ポイント下回っている。

基金についての決算年度末現在高は 億 万 千円で、未来地

域振興基金が皆増となったほか、財政調整基金が増加したものの、市債償

還基金や公共施設等総合管理基金の減少、高額療養費貸付基金の皆減な

どにより、前年度に比較し 億 万 千円 ％ の減となって

いる。
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次に、特別会計についてであるが、まず、特別会計５事業のうち事業規

模の大きい国民健康保険事業及び介護保険事業の状況をみると、国民健

康保険事業の実質収支は 万円の黒字となっている。また、国民健

康保険料の収納率は ％と前年度より ポイント上回っており、

収入未済額については、 億 万 千円と前年度に比較し 万

千円 ％ 減少している。

介護保険事業の実質収支も 億 万 千円の黒字となっているが、

介護保険料の収納率は ％と前年度より ポイント下回っており、

収入未済額については、 万 千円と前年度に比較し 万 千円

％ 増加している。

また、令和６年度については、後期高齢者医療事業において、保険料収

入が増加したことに伴う後期高齢者医療広域連合納付金の増加により、

収入支出がともに増加しており、特別会計全体では、収入済額が 億

万円で、前年度に比較し 億 万 千円の増、支出済額は

億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円の増となってい

る。

なお、特別会計における一般会計からの繰入金は 億 万 千

円となっており、前年度と比較し 万 千円の増となっている。

普通会計における財政指標をみると、財政構造の弾力性を判断する経

常収支比率は、市税収入や交付税の増額が、物価高騰による物件費や人件

費の上昇を大幅に上回ったことにより ％と、前年度に比較し ポ

イント改善しており、公債費に充てられた一般財源の一般財源総額に対

する割合を示す公債費負担比率も ％と、前年度に比較し ポイ

ント改善している。また、地方公共団体の財政力の強弱を測る交付税上の

指標である財政力指数 単年度 は であり、前年度に比較し

ポイント下回っている。

基金についての決算年度末現在高は 億 万 千円で、未来地

域振興基金が皆増となったほか、財政調整基金が増加したものの、市債償

還基金や公共施設等総合管理基金の減少、高額療養費貸付基金の皆減な

どにより、前年度に比較し 億 万 千円 ％ の減となって

いる。

 

以上が、本市における令和６年度一般会計及び特別会計の決算の概要

である。

令和６年度は、市税収入が堅調な伸びを見せたほか、交付税やふるさと

寄附金等の増加により、経常収支比率の改善が見られたところである。し

かし、令和７年度以降は、全国的にも進行する超少子高齢化の影響や、歯

止めがかからぬ人口減少などにより、歳入の根幹をなす市税収入の大幅

な増加は期待できない状況にあり、加えて、令和６年度の市税増に伴う交

付税の減少など、本市の財政を取り巻く環境は、今後も厳しい状況が続く

ものと考えられる。

さらに、義務的経費である人件費や扶助費などの増加に加え、いまだ不

安定な国際情勢を背景とした物価の高止まり等への対応、引き続きの災

害復旧や防災・減災対策、日立市総合計画前期基本計画や新たなスタート

を迎える第３期日立市まち・ひと・しごと創生総合戦略に基づく事業の一

層の推進など、行財政運営は今後も一段と厳しさが増していくものと予

想される。

こうした中、本市では、令和７年度を「経営改革元年」と位置付け、経

営的視点を強く意識した新しい自治体経営の構築に向けて動き出してい

るところであるが、引き続き、事業全体の更なる選択と集中、ＤＸ推進に

よる業務改革、戦略的な財源確保等に取り組みながら、健全財政を維持

し、より確かで持続可能な都市経営を進められたい。

そして、今後とも、財政の硬直化傾向には注意が必要と認められる状況

にある中で、質の高い市民サービスを提供していくためにも、事務事業の

効果検証と評価により、最終年度となる第９次行財政改革大綱の推進事

項の総仕上げを進めるとともに、経営改革の取組との相乗効果を図りな

がら、行財政改革を着実に推進されたい。

また、デジタル技術の効果的な活用が、行政の効率化のみならず市民サ

ービスの向上にも大きく寄与するものであることに鑑み、ＩＣＴ（情報通

信技術）を活用したより一層の業務改善に取り組まれることにも期待し

たい。

歳入面では、国・県の施策の動向を注視しながら特定財源の確保を図る

とともに、市税や各種保険料等の収納率の向上と、適正かつ迅速な債権管

理による収入未済額の縮減に努めるほか、ふるさと納税制度や有料広告

事業の一層の活用推進など、あらゆる収入の可能性を検討し、積極的な財

源の確保に取り組まれたい。
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歳出面についても、引き続き、予算の多くを占める経常経費の削減に向

け、既存事業の見直しの必要性を再認識の上、将来を見据えた安定的な行

財政運営を進められるとともに、既存事業の拡大や新規事業構築の際に

は、最少の経費で最大の効果を挙げるというコスト意識と経営感覚によ

り、事業の推進を図られたい。

今後の市政全般に目を向けると、これまで最重要課題として継続的に

取り組んでいる地方創生・人口減少への対応に加え、市民の安全・安心を

守るため、地域医療体制の確保や、自然災害に備えた防災・減災対策のほ

か、国策として進めるデジタル化の推進や脱炭素社会の実現など、多様な

行政課題への対応が求められている。このような中、令和６年度には、株

式会社日立製作所との「共創プロジェクト」が本格的にスタートし、「グ

リーン産業都市の構築」、「デジタル健康・医療・介護の推進」、「公共交通

のスマート化」の３つのテーマに積極的に取り組んだところであり、引き

続き、市民・企業・自治体が一体となり、デジタル技術を活用した「サス

テナブルシティ」の実現に向けた各種事業への取組を着実に推進された

い。

本市のまちづくりを取り巻く環境は、現在、大きな変換期に差し掛かっ

ており、複雑・高度で多岐にわたる行政課題に対応していくためには、前

例にとらわれない新たな発想によるまちづくりが求められているところ

である。市民・企業・団体等との連携・協働のもと、明るい未来に向け、

次世代につなぐデジタル技術の活用と共創活動の推進を通じて、市全体

の活性化と、すべての市民が豊かに生活することのできる安全・安心なま

ちの実現に、なお一層努められるよう強く望むものである。

以 上
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歳出面についても、引き続き、予算の多くを占める経常経費の削減に向

け、既存事業の見直しの必要性を再認識の上、将来を見据えた安定的な行

財政運営を進められるとともに、既存事業の拡大や新規事業構築の際に

は、最少の経費で最大の効果を挙げるというコスト意識と経営感覚によ

り、事業の推進を図られたい。

今後の市政全般に目を向けると、これまで最重要課題として継続的に

取り組んでいる地方創生・人口減少への対応に加え、市民の安全・安心を

守るため、地域医療体制の確保や、自然災害に備えた防災・減災対策のほ

か、国策として進めるデジタル化の推進や脱炭素社会の実現など、多様な

行政課題への対応が求められている。このような中、令和６年度には、株

式会社日立製作所との「共創プロジェクト」が本格的にスタートし、「グ

リーン産業都市の構築」、「デジタル健康・医療・介護の推進」、「公共交通

のスマート化」の３つのテーマに積極的に取り組んだところであり、引き

続き、市民・企業・自治体が一体となり、デジタル技術を活用した「サス

テナブルシティ」の実現に向けた各種事業への取組を着実に推進された

い。

本市のまちづくりを取り巻く環境は、現在、大きな変換期に差し掛かっ

ており、複雑・高度で多岐にわたる行政課題に対応していくためには、前

例にとらわれない新たな発想によるまちづくりが求められているところ

である。市民・企業・団体等との連携・協働のもと、明るい未来に向け、

次世代につなぐデジタル技術の活用と共創活動の推進を通じて、市全体

の活性化と、すべての市民が豊かに生活することのできる安全・安心なま

ちの実現に、なお一層努められるよう強く望むものである。

以 上
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別表１　一般会計・特別会計予算決算額対照表

収 入 済 額 予算現額との比較

△ 3,728,055,567

国 民 健 康 保 険 事 業 △ 487,610,081

介 護 保 険 事 業 △ 929,387,952

介 護 サ ー ビ ス 事 業 △ 6,831,275

戸 別 合 併 処 理 浄 化 槽 事 業 △ 263,346

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 △ 257,286,563

計 △ 1,681,379,217

△ 5,409,434,784

別表２　一般会計・特別会計歳入歳出総括表

総 額 重 複 計 算 控 除 額

国 民 健 康 保 険 事 業

介 護 保 険 事 業

介 護 サ ー ビ ス 事 業

戸 別 合 併 処 理 浄 化 槽 事 業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

計

（注） 歳入･歳出の重複計算控除額は、他会計の繰入、繰出額を当該会計ごとに計上したものである。

区　　　分

歳 入

一 般 会 計

予 算 現 額
決 算 額 執 行率

（ ％）

合　　　　　　　計

特

別

会

計

一 般 会 計

区　　　分
歳 入

差 引 純 歳 入 額

合　　　　　　　計

特

別

会

計
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　　　（単位　円）

支 出 済 額 予 算 現 額 と の 比 較

△ 7,684,009,802

△ 501,680,156

△ 1,122,822,948

△ 6,840,869

△ 263,346

△ 259,595,131

△ 1,891,202,450

△ 9,575,212,252

　　　（単位　円）

総 額 重 複 計 算 控 除 額 差 引 純 歳 出 額 純 計 額

△ 988,115,698

△ 2,372,434,574

△ 412,288,938

△ 15,840,234

△ 570,231,416

△ 4,358,910,860

歳 出

歳 計 残 額
予 算 現 額

決 算 額 執 行 率
（ ％ ）

歳 出 差 引 過 不 足

総 計 額
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別表３　年度別一般会計・特別会計純計額比較対照表

           繰

６　年　度 ５　年　度 ６　年　度

国 民 健 康 保 険 事 業

介 護 保 険 事 業

介 護 サ ー ビ ス 事 業

戸 別 合 併 処 理 浄 化 槽 事 業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

計

           繰

６　年　度 ５　年　度 ６　年　度

国 民 健 康 保 険 事 業

介 護 保 険 事 業

介 護 サ ー ビ ス 事 業

戸 別 合 併 処 理 浄 化 槽 事 業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

計

［歳　入］

［歳　出］

一 般 会 計

合　　　　　　　計

決 算 額
区　　　分

特

別

会

計

一 般 会 計

区　　　分

特

別

会

計

決 算 額

合　　　　　　　計
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（単位　円）

 入           額 純 計 額 比 較

５　年　度 ６　年　度 ５　年　度 （ ６ 年 度 － ５ 年 度 ）

△ 106,734,965

△ 311,388

（単位　円）

 出           額 純 計 額 比 較

５　年　度 ６　年　度 ５　年　度 （ ６ 年 度 － ５ 年 度 ）

△ 145,980,104

△ 84,742

差 引 純 計 額

差 引 純 計 額
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別表４ 　一般会計財源別年度比較表 　  

（１）特定財源及び一般財源別年度比較表

　　　　　　　　　 決 　　　　　　 算

６　　年　　度　 ５　　年　　度　

市 債

区　　　分

特

定

財

源

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

諸 収 入

市 税

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

合 計

環 境 性 能 割 交 付 金

国 庫 支 出 金

寄 附 金

繰 入 金

県 支 出 金

財 産 収 入

一

般

財

源

繰 越 金

地 方 交 付 税

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

計

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

地 方 譲 与 税

配 当 割 交 付 金

計
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（単位　円）

　　 額

４　　年　　度　 ６年度 ５年度 ４年度 ６年度 ５年度

指 数 （ ４ 年 度 ＝ ）構 成 比 ％
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（２）自主財源及び依存財源別年度比較表

　　　　　　　　　決             算

６　　年　　度　 ５　　年　　度　

市 税

区　　　分

使 用 料 及 び 手 数 料

分 担 金 及 び 負 担 金

市 債

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

地 方 交 付 税

計

環 境 性 能 割 交 付 金

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

依

存

財

源

合 計

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

地 方 消 費 税 交 付 金

利 子 割 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

国 庫 支 出 金

配 当 割 交 付 金

計

諸 収 入

繰 入 金

繰 越 金

地 方 譲 与 税

自

主

財

源

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金
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（単位　円）

      額

４　　年　　度　 ６年度 ５年度 ４年度 ６年度 ５年度

指 数 （ ４ 年 度 ＝ ）構 成 比 ％
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別表５　一般会計・特別会計款別歳入一覧表

１

２

３

４

５

６

７

８

９

寄 附 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

地 方 交 付 税

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

配 当 割 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

市 税

分 担 金 及 び 負 担 金

地 方 譲 与 税

金 額
構成比
（％）

区　　　分

予 算 現 額

市 債

計

国 民 健 康 保 険 事 業

諸 収 入

一

般

会

計

財 産 収 入

県 支 出 金

利 子 割 交 付 金

繰 入 金

繰 越 金

国 庫 支 出 金

使 用 料 及 び 手 数 料

地 方 消 費 税 交 付 金

特

別

会

計

環 境 性 能 割 交 付 金

合 計

介 護 保 険 事 業

計

戸 別 合 併 処 理 浄 化 槽 事 業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

介 護 サ ー ビ ス 事 業

金 額
構成比
（％）

予算現額
に対する
割 合
（ ％ ）

調 定 額

－54－
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（単位　円）

収 入 未 済 額

金 額 金 額
構成比
（％）

構成比
（％）

不 納 欠 損 額

調定額
に対す
る割合
（％）

調定額
に対す
る割合
（％）

調定額
に対す
る割合
（％）

金 額

予算現
額に対
する割
合 ％

構成比
（％）

収 入 済 額

－55－
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別表６　市税収入状況表　

           収

１

２

３

４

５

６

７

市 民 税

区　　　分 予 算 現 額 調 定 額
金 額

計

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

鉱 産 税

入 湯 税

都 市 計 画 税

－56－
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（単位　円）

     入  済 額

収 入 未 済 額予算現額に対
する割合（％)

調定額に対する
割合（％）

構成比（％）
不 納 欠 損 額

－57－
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別表７　一般会計・特別会計款別歳入歳出年度比較表

（単位　円）

６　　年　　度 ５　　年　　度 ４　　年　　度

１

２

３

４

５

６

７

８

９

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

地 方 交 付 税

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

介 護 保 険 事 業

介 護 サ ー ビ ス 事 業

環 境 性 能 割 交 付 金

[歳　入]

収 入 済 額

市 債

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

区　　　分

市 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

配 当 割 交 付 金

一

般

会

計

地 方 特 例 交 付 金

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

寄 附 金

諸 収 入

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

繰 越 金

合 計

計

国 民 健 康 保 険 事 業

戸 別 合 併 処 理 浄 化 槽 事 業

計

繰 入 金

特

別

会

計

－58－
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（単位　円）

６　　年　　度 ５　　年　　度 ４　　年　　度

１

２

３

４

５

６

７

８

９

合 計

介 護 保 険 事 業

介 護 サ ー ビ ス 事 業

計

計

国 民 健 康 保 険 事 業

一

般

会

計

総 務 費

戸 別 合 併 処 理 浄 化 槽 事 業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

議 会 費

特

別

会

計

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

公 債 費

災 害 復 旧 費

民 生 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

商 工 費

支 出 済 額
区　　　分

[歳　出]

－59－
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別表８　一般会計・特別会計款別歳出一覧表

１ 議 会 費

２ 総 務 費

３ 民 生 費

４ 衛 生 費

５ 労 働 費

６ 農 林 水 産 業 費

７ 商 工 費

８ 土 木 費

９ 消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

予 備 費

国 民 健 康 保 険 事 業

介 護 保 険 事 業

介 護 サ ー ビ ス 事 業

戸別合併処理浄化槽事業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

計

支 出 済 額

金 額
構 成 比
（ ％ ）

予算現額に
対する割合
（ ％ ）

区　　　分
金 額

計

一

般

会

計

合 計

予 算 現 額

構 成 比
（ ％ ）

特

別

会

計

－60－
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（単位　円）

予 算 現
額 に 対
す る 割
合 ％

翌 年 度 繰 越 額 不 用 額

予算現
額に対
する割
合 ％

金 額
構 成 比
（ ％ ）

構 成 比
（ ％ ）

継 続 費
逓次繰越

計
事  故
繰越し

繰越明許費

－61－
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別表９　一般会計・特別会計歳出節別集計表

（単位　円）

金 額 構成比 ％
予算現額に対
する割合(％)

１ 報 酬

２ 給 料

３ 職 員 手 当 等

４ 共 済 費

５ 災 害 補 償 費

６ 恩 給 及 び 退 職 年 金

７ 報 償 費

８ 旅 費

９ 交 際 費

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使 用 料 及 び 賃 借 料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

公 有 財 産 購 入 費

備 品 購 入 費

負担金、補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償、補填及び賠償金

償還金、利子及び割引料

投 資 及 び 出 資 金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

[ 一 般 会 計 ]

区　　　分

支 出 済 額
予 算 現 額

計

※ 予算現額 89,636,960,045円は、予備費 167,069,431円を除いたものである。
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（単位　円）

金 額 構成比 ％
予算現額に対
する割合 ％

１ 報 酬

２ 給 料

３ 職 員 手 当 等

４ 共 済 費

５ 災 害 補 償 費

６ 恩 給 及 び 退 職 年 金

７ 報 償 費

８ 旅 費

９ 交 際 費

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使 用 料 及 び 賃 借 料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

公 有 財 産 購 入 費

備 品 購 入 費

負担金、補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償、補填及び賠償金

償還金、利子及び割引料

投 資 及 び 出 資 金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

[ 特 別 会 計 ]

区　　　分

支 出 済 額
予 算 現 額

※ 予算現額 36,727,779,989円は、予備費 53,009,011円を除いたものである。

合 計

計

－63－
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別表10　一般会計・特別会計歳出使途別分類表

人　件　費

金 額

１ 議 会 費

２ 総 務 費

３ 民 生 費

４ 衛 生 費

５ 労 働 費

６ 農 林 水 産 業 費

７ 商 工 費

８ 土 木 費

９ 消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

         計

         計

介 護 サ ー ビ ス 事 業

戸別合併処理浄化槽事業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

合　　　　　　計

介 護 保 険 事 業
特

別

会

計

支 出 済 額

国 民 健 康 保 険 事 業

区　　　分

一

般

会

計

－64－



－ 65 －

（単位　円）

（１節～６節）  物件費・その他の経費

構成比（％）
支出済額に対
する割合 ％

金 額 構成比（％）
支出済額に対
する割合 ％

－65－
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別表11　市債目的別現在高調

総 務 債

民 生 債

衛 生 債

農 林 水 産 業 債

商 工 債

土 木 債

消 防 債

教 育 債

災 害 復 旧 債

減 税 補 填 債

臨 時 財 政 対 策 債

減 収 補 填 債

介 護 サ ー ビ ス 事 業

戸別合併処理浄化槽事業

［ 一 般 会 計 ］

［ 特 別 会 計 ］

５ 年 度 末 現 在 高 ６ 年 度 借 入 額

５ 年 度 末 現 在 高 ６ 年 度 借 入 額

計

区　　　分

区　　　分

計
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（単位　円）

元 金 利 子

（単位　円）

元 金 利 子

６ 年 度 末 現 在 高

６ 年 度 元 利 償 還 額
６ 年 度 末 現 在 高

６ 年 度 元 利 償 還 額

－67－
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